
診調組 Ｄ－５ 

２０．５．９ 

ＤＰＣ対象病院に関する考え方の経緯について 

 

 

１ 平成１５年度改定時 

 

【平成１５年２月２６日 中医協総会資料より】 

○ 平成１５年度におけるＤＰＣ対象医療機関 

大学病院、国立がんセンター、国立循環器病センター（合計８２医療機関）

 

２ 平成１６年度改定時 

 

【平成１６年２月１３日 中医協総会資料より】 

○ ＤＰＣ試行的適用の対象医療機関の考え方 

（１）調査協力医療機関（９２医療機関）のうち一定の基準を満たすもの。 

一定の基準：ＤＰＣに対して協力する意思のある医療機関 

       （データ/病床）比が概ね３．５以上 

       データの質が確保されていること 

 

（２）データの質について 

データの質に求められるもの 

① 臨床病名とＩＣＤ１０の傷病名との照合、コーディングの正確さ 

② 包括評価の見直しに必要な診療行為詳細情報（E,F ファイル）の提出

など 

 

（３）（データ/病床）比の考え方 

   ある一定期間に退院した患者から得られる１病床当たりのデータ数 

 （例） 

   ４００床の病院において、７月から１０月の４ヶ月間に収集されたデータ

のうち分析可能なデータ数は１８３０件であった場合、（データ/病床）比は、

次のとおりとなる。 

   （データ/病床）比：１８３０÷４００≒４．６ 

 

○ 平成１６年度におけるＤＰＣ対象医療機関 （合計１４４医療機関） 

   

 1



３ 平成１８年度改定時 

 

【平成１８年１月１１日 中医協基本小委資料より】 

○ ＤＰＣ対象病院となる希望のある病院であって、下記の基準を満たす病院と

する。 

 

・ 看護配置基準 １０：１以上であること 

＊ 現在、１０：１を満たしていない病院については、平成２０年度までに

満たすべく計画を策定すること 

・ 診療録管理体制加算を算定している、又は、同等の診療録管理体制を有す

ること 

・ 標準レセ電算マスターに対応したデータの提出を含め「７月から１２月ま

での退院患者に係る調査」に適切に参加できること 

 

○ 上記に加え、下記の基準を満たすことが望ましい。 

 

・ 特定集中治療室管理料を算定していること 

・ 救命救急入院料を算定していること 

・ 病理診断料を算定していること 

・ 麻酔管理料を算定していること 

・ 画像診断管理加算を算定していること 

 

○ 平成１８年度におけるＤＰＣ対象医療機関 （合計３６０医療機関） 
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４ 平成２０年度改定時 

 

【平成１９年１２月７日 中医協基本小委資料より】 

○ 平成１８年度基準の取扱いについて 

平成１８年度の基準については、平成２０年度以降のＤＰＣ対象病院も満た

さなければならないこととする。 

 

○ 一定期間のデータ提出について 

  「２年間（合計で１０ヶ月分のデータ）」とする。 

 

○ 適切なデータ提出について 

 イ 提出期限の厳守及びデータの正確性（適切に診断群分類が決定されている

ことや薬剤の使用量の入力ミスがないこと等）が確保できること。 

 ロ 既にＤＰＣ対象病院となっている医療機関に対しても、同様に適切なデー

タの提出を求めるとともに、データの質に重大な疑問等があった場合につい

ては、分科会でその原因等について調査し、改善を求めることする。 

 

○ （データ／病床）比について 

  （データ／病床）比＝８．７５とする。 

 ※ 平成１６年度に要件としていた「３．５（７～１０ヶ月の４ヶ月の期間で

算定した場合）」に相当 

 

○ 軽症の急性期入院医療も含めてＤＰＣの対象とする。 

 ※ 急性期とは患者の病態が不安定な状態から、治療によりある程度安

定した状態に至るまでとする。 

 

○ 既にＤＰＣの対象となっている病院が、平成２０年度ＤＰＣ対象病院の基準

のうち、新たに設けられた事項を満たしていない場合の取扱いについては、一

定の経過措置を設けた上で、その事項を満たすことを求めることとする。 

 

○ 平成２０年度におけるＤＰＣ対象医療機関 （合計７１８医療機関） 

 ※ ７１８医療機関には、平成２０年７月参加病院を含む。 
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５ 調整係数の廃止及び新たな機能評価係数の設定について 

 

【平成１９年１１月２１日 中医協基本小委資料より】 

平成２０年度改定時までは、調整係数は存続することとしているが、それ以

降については、調整係数を廃止し、それに替わる新たな機能評価係数について

検討することとなっている。 

平成２０年度以降速やかに、以下の点を踏まえながら係数の具体案の作成に

向けた検討を行う必要がある。 

   

１ 「望ましい要件」については、要件としてではなく、むしろ、係数として

評価することを検討するべきではないか。 

 

２ 医療機関の機能を反映することのできる係数等について、例えば以下の点

を含めて検討すべきではないか。 

 

・ 救急、産科、小児科などの、いわゆる社会的に重要であるが、不採算とな

りやすい診療科について評価できる係数について検討するべきではないか。

・ 救急医療体制の整備など、高度な医療を提供できる体制を確保しているこ

とを評価できる係数について検討するべきではないか。 

・ なお、高度な医療を備えることについては、地域においてその必要性を踏

まえた評価を反映できる係数について検討するべきではないか。 
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